
［民生産業常任委員会審査報告］ 

  

民生産業常任委員会は３月１２日、１３日、１９日及び２１日に開催し、本委員会に

付託された案件について審査を行いましたので報告を申し上げます。 

付託案件は、 

第 ６号議案 みきっ子未来応援協議会条例の一部を改正する条例の制定について 

第 ７号議案 三木市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について 

第 ９号議案 三木市農業集落排水処理施設の設置及び管理に関する条例の一部を

改正する条例の制定について 

第１０号議案 三木市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

第１１号議案 三木市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部

を改正する条例の制定について 

第１２号議案 市道路線の廃止について 

第１３号議案 市道路線の認定について 

第１４号議案 令和７年度三木市一般会計予算中、関係部分 

第１５号議案 令和７年度三木市国民健康保険特別会計予算 

第１６号議案 令和７年度三木市介護保険特別会計予算 

第１７号議案 令和７年度三木市後期高齢者医療事業特別会計予算 

第１９号議案 令和７年度三木市水道事業会計予算 

第２０号議案 令和７年度三木市下水道事業会計予算 

の以上１３件であります。 

 

本委員会は、これらの議案を慎重に審査いたしました結果、第１４号議案中関係部分、

第１５号議案及び第１７号議案は賛成多数で、その他の議案は全員一致をもって、いず

れも原案のとおり可決いたしました。 

 

以下、審査の過程における各委員からの主な意見を申し上げます。 

最初に、健康福祉部関係について申し上げます。 

子ども福祉医療事業についてであります。 

０歳児から高校生世代に係る医療費の自己負担を軽減することを目的として、市独自

に無償範囲を拡充されていますが、今後もこの施策を維持継続させていくためにも、安

定した財源の確保が必要不可欠であるため、国や県に対して既存の制度を改正するよう

要望されたいのであります。 

 

次に、産業振興部関係について申し上げます。 

まず、勤労者福祉センター管理運営事業についてであります。 



このたび、三木市公共施設再配置計画に基づくサンライフ三木の長寿命化を目的とし

た工事を実施するにあたり、令和７年度は、改修にかかる実施設計を進められようとし

ています。しかし、令和５年度に実施した利用者向け説明会で示された当初計画から、

２階部分の貸館を行わないことやスケジュールなどに変更が生じているため、市民や利

用者団体に対して丁寧な説明を行い、市のホームページに掲載している情報もそれに合

わせて更新することで、計画の変更内容や理由について十分な理解を得られるよう周知

に努められたいのであります。 

次に、新規就農者等確保育成支援補助金についてであります。 

農業の担い手不足が進む中で、担い手の確保に向けた様々な支援の 1つとして、市外

から三木市内へ移住する認定新規就農者に対し、家賃の一部を補助されようとしていま

すが、地域に馴染みのない移住者が安心して住居の確保ができるよう、就農地に近い空

き家情報を提供するなど住まいの相談に応じることで、就農しやすい環境を整備し、農

村地域の活性化につなげられたいのであります。 

 

次に、都市整備部関係について申し上げます。 

デマンド型交通運行事業についてであります。 

地域住民の日常生活に必要不可欠な公共交通を確保するためのデマンド型交通につ

いては、既に運行している吉川地区に加え、三木南地区、別所地区及び志染地区に運行

区域を拡大されるものですが、今後も運行事業者は１者で運行されるため、利用者が増

えてきた際に利用できない方が出ることのないよう、４地区の利用状況を十分に把握し、

適切な車両数等を確保するよう努められたいのであります。 

 

次に、上下水道部関係についてであります。 

 下水道事業の経営についてであります。 

 下水道施設を整備する際に発行している下水道事業債の償還期間と、下水道施設の減

価償却期間の差による資金不足を補うために発行されている資本費平準化債について、

令和６年度から発行可能額が拡充されたことで、令和７年度の当初予算ではキャッシュ

フローの改善が見込まれていますが、現在行われている経営戦略の見直しにあたっては、

このような点も含めあらゆる収入及び経費を勘案の上、健全な経営の実現に取り組まれ

たいのであります。 

 

次に、消防本部関係について申し上げます。 

非常勤消防団員に係る退職報償金の支給についてであります。 

 消防団員の確保・処遇改善のため、消防団員退職報償金の勤務年数区分に「35 年以

上」区分を追加されるものですが、地域によっては、若手団員の確保が困難であり、在

職年数の長い消防団員が退団できない状況も発生しているため、当然、在職年数の長い

団員に引き続き活動してもらうことも大切ですが、消防団の維持継続のためにも組織の



適切な新陳代謝を促すための方策を検討されたいのであります。 

以上、民生産業常任委員会の審査報告といたします。 


